三島市日中一時支援事業に係る事業所の指定に関する要綱

（趣旨）

第１条　この要綱は、三島市日中一時支援事業実施要綱（平成20年三島市告示第53号。以下「実施要綱」という。）第13条の規定に基づき、指定日中一時支援事業所（以下「事業所」という。）の指定について必要な事項を定め、事業所が満たすべきものについては、この要綱の定めるところによる。

（指定の申請）

第２条　三島市日中一時支援事業（以下「本事業」という。）の指定を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、本事業を行う事業所ごとに、三島市日中一時支援事業指定（更新）申請書（様式第1号）に、次に掲げる事項を記載した書類を添えて市長に提出しなければならない。

（1） 運営規程

（2） 事業所の平面図及び外観・内観のカラー写真

（3） 設備・備品等一覧表

（4） 管理者経歴書

（5） 利用者の苦情を解決するために講ずる措置の概要

（6） 従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表

（7） 資産の状況

（8） その他必要なもの（賠償責任保険証の写し、事務所の賃貸借契約書の写し等）

（指定の決定等）

第3条 　市長は、前条に規定する申請があったときは、速やかに内容を審査し、指定の可否

を決定し、三島市日中一時支援事業指定決定通知書（様式第2号）又は三島市日中一時支援事業指定却下通知書（様式第3号）により申請者に通知するものとする。

（指定の有効期間及び更新申請）

第4条 前条の規定による指定の有効期間は、指定の決定を行った日から起算して6年間と

する。

２　事業所が、有効期間満了後も引き続き指定を受けようとするときは、有効期間満了日までに第2条に規定する申請を行わなければならない。

（変更の届出）

第5条 事業所は、すでに指定を受けた当該事業所に係る名称及び所在地など、事業者指定
の際に提出した書類の記載事項に変更があったときは、三島市日中一時支援事業指定変更届出書（様式第4号）を速やかに市長に提出しなければならない。

２　事業者は、すでに指定を受けた事業所について、当該事業所を廃止、休止、若しくは再開したときは、三島市日中一時支援事業廃止（休止・再開）届出書（様式第5号）を速やかに市長に提出しなければならない。

（指定の取消し）

第６条　市長は、事業所が次の各号の一に該当するときは、第3条の規定による指定を取り消すことができる。

（1） 事業所が、本要綱に定める事項を満たすことができなくなったと認められる場合。

（2） 不正又は虚偽の申請により指定を受けたと認められる場合。

（3） 事業所が、日中一時支援扶助費の請求に関し不正があったと認められる場合。

（4） その他市長が指定を不適当と認める場合。

２　市長は、前項の規定による事業所の指定の取り消しを行ったときは、三島市日中一時支援事業指定取消通知書（様式第6号）により当該事業者に通知するものとする。

（従業者の員数）

第７条　事業者が本事業を行う事業所に置くべき従業者及びその員数は、日中一時支援を行う時間帯を通じて専ら当該日中一時支援の提供に当たる従業者の合計数が、次のとおり確保されるために必要と認められる数とする。

（1） 障害者等の数が10までは、2以上

（2） 障害者等の数が10を超えるときは、2に、障害者等の数が10を超えて5又はその端数を増すごとに1を加えて得た数以上

２　第1項の従業者のうち、一人以上は常勤でなければならない。

３　第1項の従業者は、障害者等に対し適切な支援を行う能力を有する者を配置しなけ

ればならない。

４　事業者は、事業所ごとに専らその職務に従事する常勤の管理者を置かなければなら

ない。ただし、事業所の管理上支障がない場合は、当該事業所の他の職務に従事し、又は当該指定日中一時支援事業所以外の事業所、施設等の職務に従事することができるものとする。

（管理者の責務）

第８条　本事業を行う事業所の管理者は、障害者等の心身の状況、サービスの利用申込みに係る調整、従業者の管理、業務の実施状況の把握その他の管理を一元的に行わなければならない。

２　事業所の管理者は、従業者に対し、本要綱に定める事項を遵守させるため必要な指揮命令を行わなければならない。

（勤務体制の確保等）

第９条　事業者は、障害者等に対し、適切なサービスを提供できるよう、本事業を行う事業所ごとに、従業者の勤務の体制を定めておかなければならない。

２　事業者は、事業所ごとに、当該事業所の従業者によってサービスを提供しなければならない。ただし、障害者等の支援に直接影響を及ぼさない業務については、この限りでない。

３　事業者は、従業者の資質の向上のためにその研修の機会を確保しなければならない。

（定員の遵守）

第１０条　事業者は、利用定員を超えてサービスの提供を行ってはならない。ただし、

災害その他のやむを得ない事情がある場合は、この限りでない。

（掲示）

第１１条　事業者は、本事業を行う事業所の見やすい場所に、運営規程の概要、従業者の勤務の体制その他の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項を掲示しなければならない。

（設備及び備品等）

第１２条　本事業を行う事業所は、サービスの提供に必要な設備及び備品等を備えなけ

ればならない。

２　前項に規定する設備及び備品等は、専ら本事業の用に供するものでなければならない。ただし、障害者等に対するサービスの提供に支障がない場合は、この限りではない。

３　本事業を行う事業所は、障害者等を預かるのに支障がない広さ（障害児一人当たり

3.3㎡以上）を有するものとし、建物は、温度、湿度、採光、換気に配慮したもので

あること。

（運営規程及び説明）

第１３条　事業者は、本事業を行う事業所ごとに、次の各号に掲げる事業の運営についての重要事項に関する運営規程を定めておかなければならない。

（1） 事業の目的及び運営の方針

（2） 従業者の職種、員数及び職務の内容

（3） 営業日及び営業時間

（4） 利用定員

（5） 本事業の内容並びに利用者から受領する費用の種類及びその額

（6） 本事業を利用するに当たっての留意事項

（7） 緊急時等における対応方法

（8） 非常災害対策

（10）虐待の防止のための措置に関する事項

（11）その他運営に関する重要事項

２　事業者は、利用者が本事業の利用の申込みを行ったときは、障害の特性に応じた適切な配慮をしつつ、社会福祉法（昭和26年法律第45号）第76条の規定による説明を行い、利用者の同意を得なければならない。

３　事業者は、本事業を利用するための契約が成立したときは、当該利用者に対し社会福祉法第77条に規定する書面の交付を行わなければならない。

（受給資格の確認）

第１４条　事業者は、本事業によるサービスの提供を求められた場合は、当該利用者の提示する実施要綱第6条に規定する地域生活支援事業受給者証（以下「受給者証」という。）によって、障害程度区分、支給量、支給決定の有効期間、利用者負担区分等を確かめるものとする。

（契約支給量の報告等）

第１５条　事業者は、第13条第2項及び第3項に基づく契約をしたときは、受給者証に必要事項を記載し、契約印を押印しなければならない。

２　前項の契約支給量の総量は、実施要綱第5条に基づき支給決定を受けた支給量を超えてはならない。

３　前2項の規定は、受給者証記載事項に変更があった場合について準用する。

（サービスの提供の記録）

第１６条　事業者は、本事業によるサービスを提供した際は、当該サービスの提供日、提供時間その他必要な事項を、サービスの提供の都度記録しなければならない。

２　事業者は、前項の規定による記録に際しては、利用者からサービスを提供したことについて確認を受けなければならない。

（利用者負担額等の受領）

第１７条　事業者は、本事業によるサービスを提供した際は、利用者から当該サービスに係る利用者負担額の支払を受けるものとする。

２　事業者は、前項の利用者負担額の支払を受けた場合は、当該費用に係る領収証を当該費用の額を支払った利用者に対し交付しなければならない。

３　事業者は、第1項の費用に係るサービスの提供に当たっては、あらかじめ、利用者に対し、当該サービスの内容及び費用について説明を行い、利用者の同意を得なければならない。

（日中一時支援扶助費の額に係る通知等）

第１８条　事業者は、市長から日中一時支援扶助費の支給を受けた場合は、利用者に対し、当該利用者に係る日中一時支援扶助費の額を通知しなければならない。

（本事業の支給申請に係る援助）

第１９条　事業者は、本事業に係る支給決定を受けていない者から利用の申込みがあった場合は、その者の意向を踏まえて速やかに本事業の支給の申請が行われるよう必要な援助を行わなければならない。

２　事業者は、本事業に係る支給決定に通常要すべき標準的な期間を考慮し、支給決定の有効期間の終了に伴う本事業の支給申請について、必要な援助を行わなければならない。

（利用者に関する市長への通知）

第２０条　事業者は、利用者が偽りその他不正な行為によって日中一時支援扶助費の支給を受け、又は受けようとしたときは、速やかに意見を付してその旨を市長に通知しなければならない。

（提供拒否の禁止）

第２１条　事業者は、正当な理由がなく、本事業の提供を拒んではならない。

（サービス提供困難時の対応）

第２２条　事業者は、利用申込者に対し自ら適切なサービスを提供することが困難であると認めた場合は、適当な他の事業者等の紹介その他の必要な措置を速やかに講じなければならない。

（連絡調整に対する協力）

第２３条　事業者は、本事業の利用について市又は相談支援事業を行う者が行う連絡調整に、できる限り協力しなければならない。

（他のサービス提供事業者等との連携等）

第２４条　事業者は、本事業によるサービスを提供するに当たっては、地域及び家庭との結び付きを重視した運営を行い、市、他のサービス提供事業者等その他の保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との密接な連携に努めなければならない。

２　事業者は、本事業によるサービスの提供の終了に際しては、障害者等又はその家族に対して適切な援助を行うとともに、保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との密接な連携に努めなければならない。

（利益供与等の禁止）

第２５条　事業者は、相談支援事業を行う者若しくは他の福祉サービスの事業を行う者等又はその従業者に対し、障害者等又はその家族に対して当該事業者を紹介することの対償として、金品その他の財産上の利益を供与してはならない。

２　事業者は、相談支援事業を行う者若しくは他の福祉サービスの事業を行う者等又はその従業者から、障害者等又はその家族を紹介することの対償として、金品その他の財産上の利益を収受してはならない。

（秘密保持等）

第２６条　本事業を行う事業所の従業者及び管理者は、正当な理由がなく、その業務上知り得た障害者等又はその家族の秘密を漏らしてはならない。

２　事業者は、従業者及び管理者であった者が、正当な理由がなく、その業務上知り得た障害者等又はその家族の秘密を漏らすことがないよう、必要な措置を講じなければならない。

３　事業者は、他の事業者等に対して、障害者等又はその家族に関する情報を提供する際は、あらかじめ文書により当該障害者等又はその家族の同意を得ておかなければならない。

（苦情解決）

第２７条　事業者は、その提供したサービスに関する障害者等又はその家族からの苦情に迅速かつ適切に対応するために、苦情を受け付けるための窓口を設置する等の必要な措置を講じなければならない。

２　事業者は、社会福祉法第83条に規定する運営適正化委員会が同法第85条の規定により行う調査又はあっせんにできる限り協力しなければならない。

（情報の提供等）

第２８条　事業者は、本事業によるサービスを利用しようとする者が、適切かつ円滑に利用することができるように、当該事業者が実施する事業の内容に関する情報の提供を行うよう努めなければならない。

２　事業者は、当該事業者について広告をする場合においては、その内容を虚偽又は誇大なものとしてはならない。

（記録の整備）

第２９条　事業者は、従業者、設備、備品及び会計に関する諸記録を整備しておかなければならない。

２　事業者は、障害者等に対するサービスの提供に関する諸記録を整備し、当該サービスを提供した日から5年間保存しなければならない。

（衛生管理等）

第３０条　事業者は、障害者等の使用する建物、その他の設備及び備品等について、衛生的な管理に努め、又は衛生上必要な措置を講じなければならない。

２　事業者は、本事業を行う事業所において感染症等が発生し、又はまん延しないように必要な措置を講ずるよう努めなければならない。

（心身の状況等の把握）

第３１条　事業者は、本事業によるサービスの提供に当たっては、障害者等の心身の状況、その置かれている環境、他の保健医療サービス又は福祉サービスの利用状況等の把握に努めなければならない。

（緊急時等の対応）

第３２条　従業者は、現に本事業によるサービスの提供を行っているときに障害者等に病状の急変が生じた場合その他必要な場合は、速やかに医療機関への連絡を行う等の必要な措置を講じなければならない。

（事故発生時の対応）

第３３条　事業者は、障害者等に対するサービスの提供により事故が発生した場合は、市長及び当該障害者等の家族等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じなければならない。

２　事業者は、前項の事故の状況及び事故に際して採った処置について、記録しなければならない。

３　事業者は、障害者等に対するサービスの提供により賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行わなければならない。

（非常災害対策）

第３４条　事業者は、消火設備その他の非常災害に際して必要な設備を設けるとともに、

非常災害に関する具体的計画を立て、非常災害時の関係機関への通報及び連絡体制を

整備し、それらを定期的に従業者に周知しなければならない。

２　事業者は、非常災害に備えるため、定期的に避難、救出その他必要な訓練を行わなければならない。

（その他）

第３５条　この要綱に定めるもののほか、事業者の指定に関し必要な事項は、市長が別

に定める。

　附　　則

（施行期日）

第１条　この要綱は、平成20年4月1日から施行する。

（指定の経過措置）

第２条　平成20年3月31日において、実施要綱に基づき平成19年度三島市日中一時支援事業費補助金の交付決定を受けた事業所については、本要綱第3条の規定に基づき指定された事業所とみなす。

　附　　則

この要綱は、平成26年4月1日から施行する。
附　　則

この要綱は、平成28年4月1日から施行する。
附　　則
１　この要綱は、令和3年9月1日から施行する。
２　この要綱の施行の際、改正前の様式により作成されている用紙は、当分の間、調整して使用することができる。
様式第１号（第２条関係）
三島市日中一時支援事業指定（更新）申請書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
三島市長　あて

所在地　　　　　　　　　　
申請者  名称　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　
　下記のとおり指定を受けたいので、三島市日中一時支援事業者の指定に関する要綱第２条の規

定により関係書類を添えて申請します。

記

	申請者
	フリガナ
	　

	
	名称
	　

	
	主たる事務所の

所在地
	　

	
	連絡先
	電話番号
	　
	FAX番号
	　

	
	代表者の職名

及び氏名
	職名
	　
	フリガナ
	　

	
	
	
	
	氏名
	　

	指定を受けようとする事業所
	事業所の名称
	　

	
	所在地
	　

	
	管理者の職名

及び氏名
	職名
	　
	フリガナ
	　

	
	
	
	
	氏名
	　

	
	事業開始予定年月日
	年　　月　　日


様式第２号（第３条関係）
第　　　　　号
年　　月　　日
様
三島市日中一時支援事業指定決定通知書
　　
　　三島市長　　　　　印
年　　月　　日付けで申請のありました指定については、下記のとおり決定しましたので、
三島市日中一時支援事業者の指定に関する要綱第３条の規定により通知します。
記
	事業者
	名称
	　

	
	所在地
	　

	
	代表者の職名
及び氏名
	職名
	　
	氏名
	　

	指定事業所
	事業所の名称
	　

	
	所在地
	　

	
	管理者の職名
及び氏名
	職名
	　
	氏名
	　

	
	事業所番号
	　

	
	指定の有効期間
	年　　月　　日　から　　年　　月　　日まで


備考
１　指定を受けた内容に変更が生じた場合は、変更の日から１０日以内に届け出ること。
２　この処分に不服がある場合は、この処分を知った日の翌日から起算して3か月以内に、三島市長に対して審査請求をすることができます。
３　この処分を知った日の翌日から起算して６月以内に、三島市を被告として(訴訟において三島市を代表する者は、三島市長となります。)、処分の取消しを求める訴えを提訴することができます(この処分を知った日の翌日から起算して６月以内であっても、この処分の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しを求める訴えを提起することができなくなります。)。ただし、上記２の審査請求をした場合は、当該審査請求に対する決定を知った日の翌日から起算して６月以内に、処分の取消しを求める訴えを提起することができます。
様式第３号（第３条関係）
第　　　　　号
年　　月　　日
様
三島市日中一時支援事業指定却下通知書
　　
　　三島市長　　　　　印
　　年　　月　　日付けで申請のありました指定については、下記のとおり却下しましたので、
三島市日中一時支援事業者の指定に関する要綱第３条の規定により通知します。
記
	事業所の名称
	　

	所在地
	　

	却下年月日
	年　　月　　日

	却下理由
	　


備考
１　この処分に不服がある場合は、この処分を知った日の翌日から起算して3か月以内に、三島市長に対して審査請求をすることができます。
２　この処分を知った日の翌日から起算して６月以内に、三島市を被告として(訴訟において三島市を代表する者は、三島市長となります。)、処分の取消しを求める訴えを提訴することができます(この処分を知った日の翌日から起算して６月以内であっても、この処分の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しを求める訴えを提起することができなくなります。)。ただし、上記２の審査請求をした場合は、当該審査請求に対する決定を知った日の翌日から起算して６月以内に、処分の取消しを求める訴えを提起することができます。
様式第４号（第５条関係）
三島市日中一時支援事業指定変更届出書

年　　月　　日
三島市長　あて
所在地　　　　　　　　　　
届出者  名称　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　　
　次のとおり指定を受けた内容を変更したので、三島市日中一時支援事業者の指定に関する要綱第５条の規定により届け出ます。

記
	　
	事業所番号
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	事業所
	名称
	　

	
	所在地
	　

	
	電話番号
	　

	変更事項
	変更内容

	１
	事業所の名称又は所在地（出張所等を含む｡）
	(変更前)

	２
	申請者（設置者）の名称若しくは主たる事務所の所在地又は代表者の氏名若しくは住所
	

	３
	事業所の建物の構造概要及び平面図並びに設備の概要
	

	４
	事業所の管理者の氏名、経歴又は住所
	(変更後)

	５
	運営規程
	

	６
	当該申請に係る日中一時支援事業の開始予定年月日
	

	変更年月日
	年　　月　　日


備考
　　１　変更事項の該当項目番号を○で囲むこと。
　　２　変更内容が確認できる書類を添付すること。

　　３　変更の日から10日以内に届け出ること。
様式第５号(第５条関係)

三島市日中一時支援事業廃止(休止・再開)届出書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
三島市長　あて
所在地　　　　　　　　　　
事業者   名称　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　 　　
　次のとおり事業を廃止(休止・再開)したので、三島市日中一時支援事業者の指定に関する要綱第５条第２項の規定により届け出ます。
記

	　
	事業所番号
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	事業所
	名称
	　

	
	所在地
	　

	
	電話番号
	　

	届出の種別
	廃止・休止・再開

	廃止(休止・再開)年月日
	年　　月　　日

	廃止(休止)の理由
	　

	現に日中一時支援事業を受けていた者に対する措置(廃止又は休止の場合のみ記入)
	　

	休止の予定期間
	　　　年　　月　　日　　まで(　　　日間)


備考

　　１　「届出の種別」欄には、該当する種別を○で囲むこと。

　　２　廃止、休止又は再開の日から10日以内に届け出ること。
様式第６号（第６条関係）
第　　　　　号
年　　月　　日
様
三島市日中一時支援事業指定取消通知書
　　
　　三島市長　　　　　印
　　指定については、下記のとおり取り消しましたので、三島市日中一時支援事業者の指定に関する要綱第６条第２項の規定により通知します。
記
	取消事業所
	事業所の名称
	　

	
	所在地
	　

	
	事業所番号
	　

	取消年月日
	年　　月　　日

	取消理由
	　


備考
１　この処分に不服がある場合は、この処分を知った日の翌日から起算して3か月以内に、三島市長に対して審査請求をすることができます。
２　この処分を知った日の翌日から起算して６月以内に、三島市を被告として(訴訟において三島市を代表する者は、三島市長となります。)、処分の取消しを求める訴えを提訴することができます(この処分を知った日の翌日から起算して６月以内であっても、この処分の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しを求める訴えを提起することができなくなります。)。ただし、上記２の審査請求をした場合は、当該審査請求に対する決定を知った日の翌日から起算して６月以内に、処分の取消しを求める訴えを提起することができます。
